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「内部統制システムの整備に関する基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 
当社は、本日開催の取締役会において、内部統制システム整備に関する基本方針の一部改定を行うこと

を決議いたしましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせいたします。 

 ※下線部＿＿が変更点となります。 

 

記 

 

 <内部統制システムの整備に関する基本方針> 

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

取締役及び使用人が法令、定款及び社会規範に適合した行動をとるための規準である「キャンドゥ行動

規範」の更なる周知徹底を図ります。「内部統制委員会」を設置し、全社横断的なコンプライアンスの取組

みの推進・向上を図ります。また、社長直轄の内部監査室が社内業務全般のコンプライアンス状況を監査

するとともに、内部通報制度によりコンプライアンス上、疑義ある行為の把握と防止に努めます。 

 

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役は、「文書管理規程」その他の社内規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報を記録した文書等

（電磁的媒体を含む）を保存し、必要に応じて監査等委員である取締役が検索・閲覧可能な状態で管理し

ます。 

 

③当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社グループのリスク管理の基本方針は取締役会にて決定するものとし、リスク管理の基本方針を「リ

スク管理規程」に定め、各業務毎のリスク管理体制を構築し、損失発生の事前防止に努めます。また、「内

部統制委員会」が全社のリスク管理を統括し、各部署におけるリスク管理体制整備を支援、推進するとと

もに、その実施状況の評価、リスク管理担当取締役への報告を行います。不測の事態が発生した場合は社

長直轄の「対策本部」を設置し、損害を最小限に止めるべく迅速に対応します。 

 

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 取締役会は「中期経営計画」及び「年度予算」を策定します。これを達成するために各部署毎に目標を

設定し、原則、毎月開催する取締役会で担当取締役がその進捗と対策実施状況を報告します。取締役会の

下部に「経営会議」を設け、重要事項の事前審議と取締役会から委譲された範囲での機動的な業務意思決

定を行います。各業務の執行は「業務分掌規程」「職務権限規程」その他の規程に定める権限と責任及び実

施手続に従って遂行されます。 

 

⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 当社グループ各社は「キャンドゥ行動規範」を遵守し、また、グループで「ビジョン」を共有し、グル

ープ全体としてのコンプライアンス体制及び内部統制の構築に努めます。 

古  山  利  之



 
 グループ各社を担当する取締役は当該会社の管理体制を整備し、業務執行状況を取締役会に定期的に報

告します。 

 当社は、当社グループにおけるリスクを抽出し、内部統制委員会において当該リスクがもたらす損失発

生を防止するための対策を定めることとし、リスク発生時の最小化のための事後処理、再発防止策の効果

的かつ効率的な実行により、事業継続と安定的発展を確保することとします。 

 当社と子会社間の取引については、グループ外の企業との取引と同様に、相互の利益を尊重して契約審

査、価格決定手順等を規定等に従って実施します。子会社の株主総会議案に対しては、その適法性、妥当

性、効率性の観点から取締役会及び経営会議で慎重に審議のうえ、議決権を行使します。 

 当社の監査等委員である取締役と子会社の監査役との連携を強化するため定期的に連絡会を設け、更に

監査等委員会は会計監査人及び内部監査室と連携してグループ企業の監査を実施します。 

 

⑥当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人の体制及びその補助する使用人の独立性の確保について 

必要に応じて、監査等委員会の業務を補助すべき使用人を監査補助者として置くものとし、その選任、

異動、人事考課については取締役会の協議事項とします。監査補助者は監査等委員会から監査業務に関す

る指揮命令を受けたときは、これに関して監査等委員である取締役以外の取締役及び他の使用人の指揮命

令は受けないものとします。 

 

⑦監査等委員会の監査補助者に対する指示の実効性確保に関する事項 

監査補助者は、専ら監査等委員である取締役の指示に従ってその監査職務の補助を行うものとし、監査等

委員会又は監査等委員である取締役と定期的に会合を持つなど、相互に連携をし、監査の実効性確保を図

ります。また、監査補助者が、監査業務に関する指揮命令を受けたときは、独立性を確保するため、これ

に関して監査等委員以外の取締役及び他の使用人の指揮命令は受けないものとします。 

 また、監査等委員に対する報告を理由とした監査補助者への不利な取り扱いを禁止し、その旨の周知徹

底を図ります。 

 

⑧当社の監査等委員以外の取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制、その他の監査等委

員会への報告に関する体制及び監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

定例取締役会において代表取締役及び各業務執行取締役は担当する業務の執行状況を報告します。この

他、監査等委員である取締役は経営会議等の重要会議への出席、監査等委員以外の取締役及び使用人から

の説明・報告、業務執行に関する文書等の閲覧を求めることができるものとします。代表取締役及び各業

務執行取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、速やかに監査等委員会に

報告します。また、内部監査の状況、内部通報の状況についても適時に監査等委員会に報告します。監査

等委員会は、代表取締役及び各業務執行取締役、会計監査人、内部監査室とそれぞれ意見・情報交換のた

めの会合を定期的に開催します。 

子会社の取締役、監査役及び従業員または、これらの者から報告を受けた者は法令定款違反やその恐れ、

または会社に著しい影響を及ぼしうる重要な事実を発見したときは、遅滞なく監査等委員に報告をするも

のとします。 

 

⑨監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針 

監査等委員の職務の執行(監査等委員会の職務の執行に関するものに限る)について生ずる費用等の前払

い又は償還手続きについては、監査等委員会の職務執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、

監査等委員の請求等に従い、速やかに当該費用又は債務を処理するものとします。 

 

⑩反社会的勢力排除に向けた基本的考え方及びその整備状況 

当社グループは、反社会的勢力との関係を断絶するため「キャンドゥ行動規範」を定めております。本

行動規範に基づき、反社会的勢力については、毅然として対応し、一切関係を持ちません。 

 また、その実効性を担保するために「株式会社キャンドゥ コンプライアンスマニュアル」を定め、定期

的に全社で開催しております勉強会等の活動を通じて、その周知徹底を図っております。   以 上 


